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(はしがき
地震時にける構造物の損傷や構造物の耐震補強効果を､振動試験に基づく固有周期や固有モー
ドなど振動特性の変化から評価することは耐震工学において重要である｡本研究では実存建物改
修前後における振動試験をとともL=､これらの振動試験により得られる結果に対する解析的検討
を行い､どの部位の損傷/補強が構造物一地盤系の振動特性にどの程度寄与しているかを明らか
にした｡また､構造物一地盤系の振動試験法として､研究代表者が以前に行った非線形サブスト
ラクチュア法の理論を実験手法に応用し､上部構造のみの試験体で地盤の影響を考慮した構造物
一地盤系の振動台実験法を開発した｡この振動試験により得られる観測データに基づく構造物一
地盤システム同定により､模型試験体を対象とした構造物の損傷/補強効果を把握するため基礎
的技術の検討を行った｡
2001年度までに､実存建物として､ 1978年の宮城県沖地震で大きな損傷を受けた東北大学人
間環境系研究棟(RC造9階)を対象に､インバクタ一による加振実験と同建物における耐震改
修前後の起振機振動試験を微動観測と合わせて実施したoなお､研究計画段階で予定していた改
修後におけるインバクタ-加振実験は装置の不都合が生じ実施できなかった｡竣工直後の振動実
験結果と耐震改修前の振動実験結果に基づき､システム同定によりブロック分割した建物の部位
ごとの損傷度(剛性残存率)評価手法を適用した｡その結果､建物の部位ごとの損傷度は宮城県
沖地震の被害におけるひび割れ状況とよく対応した｡次に､改修前後の振動試験に基づき､同じ
手法により補強効果を評価し､建物部位ごとの剛性回復状況やねじれ振動の抑制などを定量的に
確認することができた｡
2002年度は､昨年度までの研究成果を国内外において研究発表を行うとともに､サブストラク
チュア法による構造物一地盤系の振動台試験法の開発を行った｡まず､フイドバック加振可能な
任意波形発生装置を用いることを前提とした数値実験を実施し､加速度観測記録から建物物性と
地盤ばねのシステム同定を行い､サブストラクチュア法による実験手法の妥当性を検討した｡次
に､動伝型の任意波形発生装置を用いた構造物一地盤系の振動試験法の開発を行った｡建物(模
型試験体)が想定地盤に設置された場合の振動試験を実施し､観測データに基づく構造物一地盤
システム同定により､試験方法の有効性を確認した｡
本研究により､実存建物の振動実験における多点同時測定に基づく振動特性の変化より､建物
の部位ごとの損傷/補強効果を評価することが可能であること､また､非線形サブストラクチュ
ア法に基づく振動実験法の開発により､建物のみの試験体で構造物一地盤系の振動性状を考慮し､
その損傷/補強効果を検討するための実験が可能であることが分かった｡
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研究成果
(1.起振機振動実験に基づく東北大学建設系建物の耐震改修前後の振動特性の比較検討
1.1はじめに
既存建物の耐震改修の問題は耐震工学において極めて重要である｡また,その効果を改修
前後の振動特性に基づくシステム同定により評価することは意義深い｡東北大学建設系建
物は1969年3月に竣工して以来,強震観測や振動実験,常時微動測定が実施されてきた｡
特に強震観測については宮城県沖地震(1978年6月)の際に9階で1040ガルという記録的な
値を得,斯界の注目を集めた建物である｡この建設系建物で2000年7月から耐震改修が行
われ,この改修前後で起振機振動実験を実施した｡本研究では改修工事の概要と改修前後の
耐震診断,起振機振動実験と常時微動測定の結果について検討するとともに,システム同
定手法を用いた改修前の損傷度,及び改修後の補強効果について検討した1)I 2), 3)｡
1,2建物概要
1.2.1構造
当建設系建物の竣工は1969年3月である｡構造は鉄骨鉄筋コンクリート造で, 9階建て
の高層部と2階建ての低層部より成っている｡改修後改修後の建物全景を写真1.1に,図
1.1に平面図を示す｡基礎はRCクロスパイルを用いた独立基礎である｡使用材料はコンク
リートFc210,鉄骨SS41,鉄筋SD35, SR24であり,アングルを主体とした非充腹形式の
柱,はり部材はリベットで接合している｡
写真1.1建物全景(改修後)
ー1-
1, 2階低層教室棟72×33.6 [m]　　　　　　　　連層耐震壁(1階～9階)
3-9階高層研究棟40×17･2 [m]　　　□　柱(850×850,800×850)
l l耐震壁
EXPANSION JOINT
⑳　　⑥　　⑧
⑨　　⑧　　⑦　　⑥　　⑤　　④　　③　　②　　①　　　　1階里直堅
因｢　｢因
ロ-　■■lコ　　　　【:-　-
ロ　　　　　ロ　　　　　ロ　　　　　ロ
⑦　　⑥　　⑤　　④　　③　　②
図1.1東北大学建設系建物平面図
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基準階平面図
(1.2.2地盤条件
敷地は青葉山頂部の東西に走る尾根上にあり,建物の約90m南側は尾根と平行する沢す
る沢であった｡この敷地は全体的に東落ちの傾斜地盤である｡当建設株周辺の地盤断面図
を図1.2に示す｡破線は造成前の地形を,実線は造成後の地形を示している｡敷地の西側は
切り土,東側は盛り土になっている｡図1.3に敷地周辺の原地形と土質柱状図を示す｡表層
上部約3mは粘土層(N値10以下), 3-10mは粘土を含む青葉山磯層(N値14-30),それ以
深は砂磯分の多い青葉山磯層(N値40-50)となっている｡また,東側と西側では西側の方が
N値が大きい｡
対象建屋 
一一 一榊AlJ Il一 
.概..-5童≡ 
毒ゐ;節., 
図1.2　周辺地盤断面図
NO.I
甲.乍 刪?筈%b?tI 
○ 2 I ● 一 1○ rZ l▲ ?｢???ﾈ?蒔H???? 一 I ● ● ? ? ? 
*Ie ●暮粘土 a. 
tE聖塾 劔 ? ?
Jt44 ■暮ロ-A ??? ?
■■■■ 劔劔 
I- 冤▲ ? ? ? 
図1.3　建物周辺の原地形と土質柱状図
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∫1,2.3　国有振動数の経年変化
当建設系建物では竣工直後から各種振動実験,強震観測,常時微動測定が実施されてき
た｡これらの研究から得られた建物の固有振動数の経年変化について表1.1に示す｡表1.1
には今回の耐震改修前後の振動実験と常時微動測定から得られた固有振動数についても併
記した｡
竣工直後の1969年から1971年までの3度の起振機による振動実験4)では,共振曲線の
ピークから求めた建物の1次固有周期は桁行方向が2.1Hz～2.44Hz,梁間方向は2.08Hz～
2.28H2:であり, 1次の減衰定数は両方向ともほぼ2.5%であった.
宮城県沖地震(1978.6.12)では梁間方向の最大応答加速度が1040ga15)にも達する強震観測
に成功したが,固有振動数は桁行方向が0.98Hz,梁間方向が0.i9Hz(周期は約1.ls)にまで
低下し,構造部材の剛性の振幅依存性を強く示した地震でもあった｡宮城県沖地震後に固有
振動数が大幅に低下し,この地震により構造部材が大きな損傷を被ったのは確実である｡
また, 1998年の宮城県南部地震(1998.9.15)では宮城県沖地震と比べてかなり小さい地震
であったが,宮城県沖地震における最大変形時に相当する周期で振動していたことを示し
ている｡このことは過去の大地震を経験して剛性が低下し,周期が伸びた建物はその後の中
程度の地震に対して過去の最大変形の時とほぼ同じ周期で振動することを示唆している｡
1995年の人力加振6)や1998年のインバクタ-試験7)等の振動実験や常時微動測定より,
改修前の微小振幅時の固有振動数は桁行方向が約1.5Hz,梁間方向が約1.4Hz程度であっ
た.今回の改修前の起振機振動実験では桁行方向が1.40Hzであったのが改修後では
1.725H2;に,梁間方向では改修前が1.325Hzであったのが1.65Hzまで上昇した.
表1.1固有振動数の経年変化
年代 佇Xﾗ9_ｸﾏﾂ?ﾀ間方向 ?ｸ+h.｢?ocking ??Xﾋ?
1969 ?紊D??.28Hz ?紊t??亢?X?ﾋ?
1970 ???｢??v??1.85Hz(79gal) ? ??ｲ?都?偵??
1971 ???｢?.08Hz ? 亢?X?ﾋ?c?#&ｶr贅?
1974 ??4??? ?ﾘ鳬Oy:?
1978 ??с#ｲ?宕v??1.18H2:(421gal) ? ??ｲ?都ゅ"???
1978 ?纉х｢ゴ#6v??0.89Hz(1040gal) ? 亶ｸ?ﾊx垰&?ｲ?都ゅb?"?
1995 ?經4?｢?.44Hz ??4???ﾉ|ﾘ???
1996 亦經?｢?.46Hz ??T???ﾘ鳬Oy:?
1998 白經d??.36Hz ?ﾃサ??,2Hz ?8986??籀韋ﾋ?
1998 ??$??s没??1.03Hz(190gal) ? 亶ｸ?ﾊy>ﾉYI&?ｲ?涛ゅ偵??
1998 ?經?#｢?.41Hz ? ?ﾘ鳬Oy:?
改修前 白紊?｢?.325Hz ??T??亢?X?ﾋ?淙???
改修前 白經D??.48Hz ???#｢??ﾘ鳬Oy:竏ｴ?X??鰾?
改修中 白縱T??.72Hz ?緜?｢??ﾘ鳬Oy:竏淙?(b?
改修後 ?縱#T??I.65Hz ?經?｢?亢?X?ﾋ?淙?ﾎ2?
改修後 ?繝T?ｲ?.74Hz ?緜?｢??ﾘ鳬Oy:竏ｴ?X?ﾋ?竰?
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(1. 3_耐震診断と耐震補強
1.3.1耐震診断
耐震改修に先立って実施された耐震診断8)についてここでは紹介する｡耐震診断手法とし
ては種々のものが提案されているが,ここで紹介するのは最も実績が多い(財)日本建築防災
協会による方法のうち,診断の精度が高い第3次診断によるものである｡
耐震診断に用いた値は,コンクリート(Fc),鉄骨(色Y)の降伏強度(kg/cm2)がそれぞれ180,
3000であり,鉄筋(触)についてはSD, SRで4000, 3000である｡診断結果を表1.2に示す｡
表中のIs値は0.60以上であれば確率的に中破程度迄の被害で済むと判断されているが,諺
断結果としては梁間方向の1,3,4階,桁行方向の1,4-6階の'値が不足しており,被災状況
とほぼ対応することが把握された｡
表1.2　耐震診断の結果のIs値(改修前)
1階 ?､ｲ?階 滴､ｲ?階 塗､ｲ?階 嶋､ｲ?階 
梁間 ?經b?.61 ?經B?.57 ?緜?0.69 ?縱"?.79 ??B?
桁行 ?經R?.94 ?纉?0.55 ?經b?.57 ?緜2?.74 ?縱b?
1.3.2耐震補強
耐震補強としては一般的に次の方法がある｡
a)脆性破壊するせん断破壊部材等を,ねぼりのある曲げ破壊部材に改善する｡
b) a)の方法に加え,不足する耐力を加構の増設によって改善する｡
e)基礎部あるいは中間層に免震装置を設置して,入力時震動そのものを低減する｡
当建物の場合, e)の方法が理想的であると考えられたが,研究棟と講義室が接続すること
や,移転先の確保や工期,工事費等の点からa)またはb)の方法が採用された｡第一段階とし
てa)の方法で検討すると,梁間方向のIs値は全て0.60を超えたものになるが,桁行方向の
4-6階はあまり変化せず,不足したままの値となる｡この原因は桁行方向の3架構のうち,
南面の1架横が純ラーメンで耐力が少なく,偏心による振れも生じさせていることが主要
因であると考えられた｡
以上のことから,耐震改修はb)によるものとし,次の方法が採用された｡なお,耐震補強
の概要を3階以上について図1.4に示す｡
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補強1:既存妻面耐震壁の壁コンクリート打ち換え
⊂::::::::::::コ補強2:鉄骨ブレース補強
⊂ここここここここ:コ
6SESEヨ補強3 :既存梁の鉄板補強
図1.4　補強箇所概略図
既設の基礎,杭-の負担増を避ける為,補強工事による荷重増は極力小さくする.
1-2階の低層部は被災状況が軽微であることから,耐震壁と境界はりの補強のみとする｡
梁間方向の連層耐震壁は3階以上の壁体RC部のコンクリートを高強度のものに打ち変
え,壁筋量も大幅に増やし,ひび割れ発生後の耐力低下を防ぐ｡ (写真1.2, 1.3)
写真1.2　既存妻面耐震壁の撤去場面　　　　　　　写真1.3　妻面耐震壁の壁筋
桁行方向の南面に3-8階まで各階で2スパン分,鉄骨プレースを増設し,偏心力を低減
させるとともに耐力不足を補う｡ (写真1.4)
桁行,梁間方向とも耐震壁との境界梁はすべて鉄板で補強することにより,せん断破壊
を防止する｡ (写真1.5)
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写真1.5　既存梁の鉄板補強
∫･梁間方向の連層耐震壁に接続する床は,仕上げモルタル部を除去し,メッシュ筋入り
の高強度モルタルで補強する｡
耐震改修後の耐震診断結果を表1.3に示す｡改修後ではIs値がすべて0.60を超えたもの
となり,補強効果が発揮されている｡
表1.3　耐震診断の結果のIs値(改修後)
1階 ?､ｲ?階 滴､ｲ?階 塗､ｲ?階 嶋､ｲ?階 
梁間 ?縱R?.88 ?繝B?.01 ??"?.05 ??2?.33 ??"?
桁行 ?緜2?.12 ?紊R?.88 ?繝B?.93 ??"?.20 ??r?
1. 4耐震改修前後の振動実験と常時微動観測
1.4.1実験概要
改修工事の前後で起振機振動実験を実施し,常時微動観測も併せて実施した｡振動実験は
鹿島技術研究所所有の起振機(不平衡質量型)を用いて屋上中央部で定常加振することによ
り実施した｡用いた起振機を写真1.6に示す｡
写真1.6　起振機全景
加振パターンは桁行方向加振と梁間方向加坂であり,桁行方向加振の場合は主に桁行方
向の並進運動とねじれ運動を,梁間方向加振の場合は梁間方向の並進運動,床面の面内変
形について検討する目的で実施した｡ちなみに,加振方向は桁行方向については西側が正､
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(梁間方向については南側が正とし,微動計の測定方向についても西側と南側が正になるよ
うに配置した｡図1.4に起振機による加振位置を示す｡
●　起振機による加振位置
｢コ
｡｡｡卸ロ｡
ロ
⑦　　　⑥　　　⑤　　　④　　　③
図1.4　加振位置(対象建屋屋上)
加振振動数の範囲は0.5Hz～10Hzであり,加振振動数刻みは1.0-3.0Hzの範囲で
0.05Hz刻み,共振振動数付近で0.025Hz刻み,その他の振動数帯では0.1Hz刻みとした.
図1.5に加振カー振動数対応図を示す｡
OLJ01)SJOL aLJ萱OX1
図1.5　加振カー振動数対応図
微動計の配置は1階,屋上の他に,剛性の変化する3階と二次モードの節となる7階を重
視した配置とした｡図1.6に桁行方向加振時の,図1.7に梁間方向の微動計の配置図を示す｡
各階中央の微動計は加振方向と同じであり,桁行両端の観測点の観測方向は加振方向に関
らず梁間方向である｡
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S 1,15,16ch N
梁間方向断面図
ー水平方向微動計(1-3,6･12,15ch)
▼　上下方向微動計(4,5,13,14ch)
◆　強震計
｢~~~1
r~`~~~~~1
; .,.i.6chW_85chi　…_i
◆ ? 
8ch 椿?? 鍍2??
-jch ? ? 
.⊂] ? ?= ?12,14ch .∫ ?ch10 ー ?ll,136h 1- ?= ?⊂] 
図1.6　桁行方向加振時の微動計の配置図
S　4ch 1,15,16ch　5chN
梁間方向断面図
｢~~~-~~｢
W_3ch…　…liBl
桁行方向断面図
◆ ? 
■llllllllllllllllllll■lllllll-■■ ? ?lllllll- ? 
l■一一 ?? ?
8ch ?jch 鍍2??
l-■■■■■■■■■■■■ ? 免ﾆﾆﾂﾒﾖﾆﾂﾘ??????
lll■■ ?? ?
■lllllllllllllllllllllllllllll-ll■ ? ? ? 
llllllllllllllllllllllllllllllllll- ? 
llllllllllllllllllllllllllll- 
lll■一 ?蔦?ｦ? ?
= ?= ?= ?12ch ー ?loch ー ?llch ｣ー◆ ?= ?= 
図1.7　梁間方向加振時の微動計の観測方向
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桁行方向断面図
(データはデジタル記録として収録し,データ処理については共振曲線を求める際に,棉
互相関を利用したMIKシステムを参考に作成したプログラムを用いた｡
また,振動実験同日と改修中(2001年1月)に常時微動測定も実施した｡改修中の測定時で
は改修工事が7階まで終了している状況であった｡
1.4.2実験結果
改修前の桁行方向,梁間方向の共振曲線と位相曲線を図1.8に示す｡
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(a)桁行方向共振曲線
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(b)桁行方向位相曲線
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(e)梁間方向共振曲線
0　　　　0　　　　0　　　　08　　　　2　　　　6
L　　_　　　　　　　　　　nJHmL
‥冨1OSqd
_A-_.-A 劔劔劔??? ? ? ? ?? 剪?? ? ? 
i 宥B?
･1 ?? ?
√-:- 
rll`lrIIl;'l 劔劔劔剪?? ? ?l ??? ? ?一一 剪?? ?一 
0　　1　　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7　　　8　　　9　　10
Frequency (Hz)
(a)梁間方向位相曲線
図1.8改修前の共振曲線と位相曲線(観測点は各階中央)
改修前後の屋上中央部の観測点で得られた共振曲線の比較について図1.9に,改修前後の
桁行方向加振時のモード形を図1.10に示す｡モード形は実測値を並進1次で25,000倍,ね
じれ1次で100,000倍したものである｡改修前後の並進1次モードを比較すると,改修後
では並進1次に占めるねじれ成分が低減していることがわかる｡
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図1.9改修前後の共振曲線の比較
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-Force Vhration TestOTohoku Unjv.Arch･20DD:1.4Hz)-
即　哨　40　訪　f3　25　20　1 5　1 0　6　0即
(a)改修前並進1次モード
-Force Vibration Tegtく1bhoku Unb.Arch･20m :1.725Hz)-
即　鳩　佃　箔　f3　訪　加　1 5　1 0 LE>　8即
粁温静思1 0-甥乳
(b)改修後並進1次モード
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- Force tnbr8t ion Test的hoku Un iv. Arch2000:2.05 Hz)-
印　嶋　伯　諏　調　26　m　1 5　1　5　05
(b)改修前ねじれ1次モード
-Force Vibration Test打bhoku Univ.Arch:2001 :2.55Hz)-
50　哨　仙　箔　瓢　25　訊　1 5　1　LL)　05
(a)改修後ねじれ1次モード
図1.10改修前後のモード形の比較(桁行方向加振時)
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(表1.4に固有振動数について起振機による振動実験と常時微動測定の結果を合わせて示
す｡振動実験の方がやや長周期であるが,両方とも概ね対応している｡振動実験によるもの
と微動測定による固有振動数の違いは主に剛性の振幅依存性の影響と考えられる｡減衰に
ついては改修前後で両方向とも約2.5%程度であった｡
表1.4　固有振動数
モ-1ド次数 ?Y:韲???ﾘ鳬Oy:?ｩ.?
改修前 弌ﾈ?ﾎ2??C前 弌ﾈ?(b??C後 
桁行方向 兔??鶯?.4Hz 白縱#T??.54Hz. 白縱T?ｲ?.85Hz 並進2次 釘絅??.00H2; ?
ねじれ1次 ??T??.55Hz ???#｢?.60Hz ?緜?｢?
梁間方向 兔??鶯?.325H2i ?緜T??.48Hz ?縱$?ｲ?.74Hz 並進2次 釘絅??.8Hz ?
ねじれ1次 ??T?｢?.50Hz ??這｢?.60H2; ?緜?｢?
表1.5にスウェイ･ロッキング率を示す｡建物全体の剛性が上昇したのに伴い,改修前に
比べて各値は約2倍程度になり,屋上の変位に占める地盤変形の割合は改修前が5-7%,改
修後は12-15%となった｡梁間方向加振時の観測結果については改修前後ともに建物東側
のスウェイ率が西側に比べて大きくなっており,地盤の状況(建物東側は盛土)に対応する結
果となった｡
表1.5　スウェイ･ロッキング率
方向 豫?ｩ5?改修前 刮?C後 
振動 儖y:?振動 儖y:?
スウェイ率 佇Xﾗ2?????R?.4% 釘繧R?.2% 
梁間 ?ﾉ??.9% ?繧R?.9% 澱?R?中央 紕R?.1% 釘縒R?.2% 
西側 ??R?.1% 釘絣R?.3% 
ロッキング率 佇Xﾗ2????絣R?.1% 途縒R?.4% 
梁間 ?h甸?.3% 澱縒R?.4% ??bR?
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∫1.5振動実験に基づく損傷度･補強効果の推定
1.5.1同定手法
改修前の損傷度,及び改修後の補強効果の推定は解析と実測の共振曲線をフィッティン
グさせることで行った｡フィッティングは解析モデルにおいて剛性を一律に低下させる領
域分割を行い,それぞれの領域において剛性を一律に低下させることで行った｡図1.11に
システム同定の概略図を示す｡同定に用いるパラメータは竣工当時に対する実験時の部材
の剛性の比(剛性低下率)である｡評価関数は共振曲線と位相曲線で構成される実測値Ⅹ(I)と
解析モデルの周波数領域での複素数応答y(I)の差と,その共役値の積を周波数数領域で足
し合わせたもの(残差二乗和)を用いた｡データは0.05Hz刻みに補間し,高次振動数でのフ
ィッチングを考慮して速度応答に変換したものを用いた｡また,補間する際に,並進1次の
共振付近で0.025H2;刻みで計測したデータも2セット,同定に用いるデータセットに加え
た｡具体的には改修前の桁行方向加振時の応答は並進1次については1.4Hzであったが,
1.375Hzと1.425Hzで加振した際の応答データも用いた｡また,屋上の応答に比べて1階
の応答が小さいので,各測定点の誤差を足し合わせる際に各測定点の並進1次モードの振
幅値の逆数を用いて重み付けを行った｡ここで用いた残差二乗和を式で表すと(1.1)式のよ
うになるが, Wは重み行列であり,各測定点の1次モードの振幅の逆数を二乗したもので
ある｡この評価関数Jの最小化問題を解く手法として最小二乗法(Marquardt法)9)を用いた.
J - ∑br'(I) - Ⅹ●(I))Tw(y(I) - Ⅹ(I))　　　　　　(1.1)
図1.11システム同定の流れ
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∫1.5.2解析モデル
(1)部材モデル
柱､梁､耐震壁などの部材は図1.12のようにモデル化した｡曲げ性状は線材EIとその
両端に設けた回転バネKE,A KpBにより表し､せん断性状はせん断バネEsによって表した｡
また､部材データについては､大原10)､藤橋6)が作成したものを用いた｡竣工当時のヤン
グ係数は210t/em2､せん断弾性係数は90t/cm2とし､部材個々の純ねじれ剛性は無視した｡
図1.12部材モデル
(2)骨組みモデル作成時の基本仮定
建物を線材に置換することにより骨組モデルを作成するにあたって､以下のような仮定
に基づいてモデル化を行った｡
i　床板の変形は無視し､これを剛体とする｡
ii部材をすべて重心位置で線材化する.
ni剛域長さは､その部材に接合する部材の表面までとするo
iv部材のねじれ剛性､柱の伸縮は無視する｡
Ⅴ　モデル化するのに不都合な1階の不規則な壁については､水平剛性の等しい1つの
線材に置換する｡
vi建物各部の質量はすべて床板位置に集中するものとする｡
vaペントハウスの質量は9階の質量に算入する｡
(3)質量マトリクスと減衰マトリクス
減衰マトリクスは剛性マトリクスに対応する振動系に対して各次の減衰定数を仮定し､
Wilson, Penzinの方法で比例減衰マトリクスを作成したo　同定の対象となるのは1-2次
までの減衰定数とし､それ以降は一定の値をとるものとする｡
(4)振動解析モデル
振動解析モデルは各床位置における水平2自由度とねじれ自由度を考慮し､さらに基礎
の水平2方向のスウェイ動､ 2方向のロッキング動およびねじれ動を考慮した計32自由度
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∫である｡上部構造の剛性マトリックスは骨組みの剛性マトリックスから縮約して求める｡
図1.13には解析モデルの自由度を振動試験における観測点自由度とともに示す｡
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図1.13　解析モデルの自由度と振動試験の観測点自由度
基礎のスウェイ､ロッキング､ねじれ動を考慮した振動解析モデルの運動方程式は､基
礎の剛心をe.､ e,､桁行方向(X)と梁間方向(y)のスウェイバネをKm,Kqとすると､式
(1.2)のようになる｡
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(1.2)
ここに､ X :構造物のX方向の変位､ X,, :X方向のロッキングによる頂部変位､ xo :X方
向のスウェイ変形､ y :構造物のy方向の変位､ yq :y方向のロッキングによる頂部変位､
yo :y方向のスウェイ変形､ e :構造物のねじれ角､ Oo :基礎のねじれ角
ここで､ 【Rs]は座標変換マトリクスで､次の式の関係を満足する｡
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｢β'､ βはそれぞれ全体系の座標軸に対する上部構造のねじれ角と､基礎固定系における
座標軸に対するねじれ角を表す｡ aoは基礎のねじれ角である｡
対象建屋である東北大学人間環境系研究棟のモデルを作成するにあたって､スウェイ･
ロッキングバネの値は振動試験結果から式(1.4)ll)で逆算を行った｡その際の算定には1次
固有振動数のu., elを用いた｡
Kh-Q /ul-(車u･･.)/ul Kr-M ,01-(02妾]･el･02妾m･u･h･･hJ)′ei (1･4,
Kh,Kr:スウェイバネ､ロッキングバネ　Q,M :基礎底面におけるせん断力とモーメント
U.,el :基礎底面における水平変位と回転角　m, Ⅰ, h :`質点の質量､回転慣性､高さ
また､この基礎のねじれ振動を考慮したモデルの基礎の部分を作成するにあたって､そ
の地盤条件を考慮して基礎のねじれ性状は東西軸(桁行方向)にのみ偏心を持つ1軸偏心
と仮定した｡
1.5.3剛性を変化させる部材領域の分割
最終的な目的は部材領域毎の剛性低下率である｡本研究の同定で用いた部材領域毎の分
割の概略図を1.14に示す｡高さ方向にはほとんどひびが入っておらず,損傷が少ないと考
えられるlF～2Fと,その逆に剛性の低下が著しいと考えられる3F～6F,及び7F～9Fの3
層に分割した｡平面での分割は部材領域ごとに行った｡すなわち,桁行方向には柱梁とコア
壁に,梁間方向には柱梁とコア壁,東側耐震壁と西側耐震壁に分割した｡同定するパラメー
タ(剛性低下率)は各平面で6つ,高さ方向に3層あるので合計18個である｡
最終的には18個の剛性低下率を同定するのが目的であるが,同定手法に用いた最小二乗
法はパラメータ数が多い場合,初期値によって収束値が変わる場合がある｡従って,部材領
域毎の損傷度の推定は段階的に同定を行う多段階解析法12)を用いた｡最初は建物全体の桁
行,梁間両方向の剛性低下率(パラメータ数2)を求めた｡次に,そこで得られた解を初期値
の参考にして,桁行方向,梁間方向それぞれ3層の剛性低下率を求めた(パラメータ数6)0
改修前の部材領域毎の損傷度の推定は,前述の両方向の3層の同定された剛性低下率(6つ)
を初期値の参考にして同定を行った｡改修後の部材領域毎の補強効果の推定は,補強効果の
少ない1,2階については改修前の同定結果をそのまま用いて固定とした｡つまり,改修後の
同定すべきパラメータは3階～6階と7階～屋上の高さ方向に2層分で,平面での分割がそ
れぞれ6個,それに加えてブレースの分のパラメータも一つ加えて計13個である0
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図1.14　部材領域の分割
1. 5. 4改修前の損傷度の推定
改修前の同定結果を表1.6に示す｡全般的に1-2階に比べて3-6階の剛性の低下が著
しい｡柱や梁,コア周りの壁が妻面耐震壁よりも剛性の低下が著しい点については,床の面
内剛性が十分でなく,地震時に端部の妻面耐震壁に比べて中央部の柱や壁に大きな負担が
かかっていた可能性が考えられる｡妻面耐震壁については,他のラーメンに比べて剛性の低
下が少ない理由として,妻面耐震壁のロッキング量が他の梁間方向のラーメンにくらべて
大きく,地震時の負担が少ないことが考えられる｡また,東側よりも西側の妻面耐震壁の方
が剛性の低下が著しく､西側の揺れが大きい図1.10(a)の振動モードとも対応している｡
図1.15に宮城県沖地震(1978.6.12)後に実施されたひび割れ被害調査によるひび割れ被害
図13)を示す｡ひび割れ状況からも西側の損傷が大きいことが推定される｡この東側と西側
の違いは地盤条件の違いによるものと考えられる｡
実測とシステム同定により得られた剛性に基づく解析の比較を図1.16(a)に示す｡
表1.6改修前の部材領域毎の同定結果(剛性低下率)
柱梁　　　　　　　コア壁　　　　　妻面耐震壁
桁行　　　梁間　　　桁行　　　梁間　　　東側　　　西側
7-RF 0.41　　　0.22　　　0.23　　　0.22　　　0.59　　　0.38
3-6F 0.29　　　0.21　　　0.24　　　0.22　　　0.41　　　0.21
1-2F 0.62　　　0.61　　　0.68　　　0.61　　　0.74　　　0.72
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図1.15宮城県沖地震による建物のひび割れ被害図
1.5.5　改修後の補強効果の推定
改修後の同定は改修前の部材領域毎の同定で得られた値を初期値の参考値にして同定を
行った｡また,同定の際に改修工事による補強効果が少ないと考えられる1階～2階につい
てはパラメータの値を固定にした｡解析モデル,各階質量は改修前と比較するために同じも
のを用いた｡　プレースについては軸力のみを考慮して水平剛性を見積り,何割程度効いて
いるのかを調べるためにプレースの剛性低下率もパラメータとした｡ただし,ここでのプレ
ースの剛性低下率はブレース自体の値ではなく,建物南側のラーメンに設置した場合にど
の程度,実際に効いているのか,の値であり, RCラーメンとブレースの接合部の影響も入
っている剛性低下率である｡従って実際のプレースのみの剛性と比べて小さめの値である｡
振動実験のような微小振幅時の応答からの推定であるので,接合部が甘いと同定される剛
性低下率の値がどんどん小さくなるが,地震時のような十分大きな変形時であるならば十
分耐震性能を発揮するはずであり,ここで得られるプレースの剛性は｢少なくてもこの程度
は効く｣といった値である｡　改修後の部材領域毎の同定結果を表1.7に,実測と解析の
比較を図1.16(b)に示す｡柱や梁,コア壁については梁間方向の剛性の上昇が桁行方向と比
較して大きい｡床スラブの補強が効いていると考えられる｡耐震壁については元の剛性が
大きいので,同定結果から大幅に剛性が上昇した事を確認した｡また,同定された値も大き
なばらつきがなく,改修後の3-9階の耐震壁は同じような品質になっていると考えられる｡
なお,ブレースの剛性低下率は0.87であったので,微小変形時でも,軸力のみを考慮した
場合の9割程度は効いていると考えられる｡
表3.6改修後の同定結果(剛性低下率)
柱梁　　　　　　　コア壁　　　　　妻面耐震壁
桁行　　　梁間　　　桁行　　　梁間　　　東側　　　西側
7-RF 0.48　　　0.59　　　0.42　　　0.55　　　0.79　　　0.79
3-6F 0.35　　　0.59　　　0.41　　0.49　　　0.78　　　0.77
I-2F 0.62　　　0.6 1　　0.68　　　0.61　　0.74　　　0.72
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図1.16実測と解析の比較(桁行方向加振時)
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(1.6まとめ
地震時にける構造物の損傷や構造物の耐震補強効果を､振動試験に基づく固有周期や固
有モードなど振動特性の変化から評価することは耐震工学において重要である｡
本研究では竣工以来,各種振動実験や強震観測,常時微動測定が行なわれている東北大学
建設系建物の耐震改修前後の振動特性を把握し,改修前の損傷度,及び改修後の補強効果
を定量的に把握することを目的として以下のことを行なった｡
･耐震改修の前後で起振機振動実験と常時微動測定を実施し,改修前後の振動特性を把握
した｡
･改修前後の振動実験で得られた共振曲線とシステム同定手法を用いて,改修前では部材
_.領域毎の損傷度の,改修後では補強効果の推定を行なった｡
実存建物の耐震改修前後の振動実験に基づく損傷･補強効果については､ 1978年の宮城県
沖地震で大きな損傷を受けた東北大学人間環境系研究棟(RC造9階)を対象とした｡まず､
竣工直後の振動実験結果と耐震改修前の振動実験結果に基づき､システム同定によりブロ
ック分割した建物の部位ごとの損傷度(剛性残存率)評価手法を適用した｡その結果､建
物の部位ごとの損傷度は宮城県沖地震の被害におけるひび割れ状況とよく対応した｡次に､
改修前後の振動試験に基づき､同じ手法により補強効果を評価し､建物部位ごとの剛性回
復状況やねじれ振動の抑制などを定量的に確認することができた｡
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∫2.言動的サブストラクチュア法に基づく構造物一地盤系の振動試験
2.1　はじめに
地震工学における地盤の役割は､地震波を伝播させる媒休と建物を支える媒体として大
別される｡そこで､建物を支える媒体として地盤の役割の面を考えると､地震荷重を受け
る構造物の振動は地盤の影響を受け､また建物の振動によって回りの地盤に影響を及ぼす｡
所謂､構造物と地盤の動的相互作用の効果を評価することは地震工学において重要な問題
である｡この間題について､研究代表者はは時間領域の動的剛性を求めて非線形構造物と
地盤の間に作用する相互作用力を系全体の相互作用システムに入力するサブストラクチャ
ー法を用いて､構造物一地盤系の相互作用解析を行った14)I 18): 16).
非線形サブストラクチャー法の特徴の一つは､任意の基礎に対して線形地盤であれば､
無質量基礎上に単位インパルス相互作用力或いは変位加振に対するその基礎の応答変位或
いは反力を得ることによって､全体の相互作用システム解析が可能なことである｡この方
法は地盤の動的剛性を3次元モデル等により適切に評価すれば､成層地盤や不整形地盤上
の任意の基礎に適用できる｡
一方､構造物一地盤系の実験方法の面から考えると､地盤模型を用いる従来の振動台実
験では､地盤の非線形性を取り入れることができる反面､地盤模型の境界処理やその材料
の選択及び地盤模型に比べて構造物の寸法が小さくなりすぎるなどの問題が生ずる｡この
為､上部構造の非線形特性を考慮した振動制御実験を行う場合などを考えると､上部構造
のみを試験体として用いること､地盤の影響については､試験体の信号をフィードバック
し､相互作用力に対応する振動台加振により地盤の影響を考慮した振動実験に関する検討
が望まれる｡
このような立場から小長井らは試験体の底面に設置されたカセンサーからの相互作用力
を観測値として用い､簡単な動的地盤ばねとして半無限地盤の離散パラメータモデルをア
ナログ回路にした振動台実験を行い､任意の基礎に対する振動台実験-の適用の可能性を
示した17)｡しかし､加速度計がよく使われる振動制御実験､実験時センサーの設置の容易､
地盤モデルの変更によるアナログ回路の再制作などを考えると､文献17)の方法は必ずしも
容易とはいい難い｡
以上のような背景のもとに､研究代表者は加速度観測による構造物一地盤系の振動台実
験シミュレーションを行ってきた18),19)｡本研究では､振動台と構造物の加速度を観測値と
して用いた地盤と構造物の相互作用効果を振動台実験に取り入れる方法を新たに提案する
こと､及びフィードバック加振可能な動伝型の任意波形発生装置を用いることを前提とし
た動的サブストラクチュア法に基づく構造物一地盤系の振動試験-の適用性と有効性を検
証することを目的とする｡
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(2.2　全体実験システム
本研究で用いる加振機は､正弦波､ランダム波などの任意の波形を発生させることがで
きる専用のコントローラーが付属しているものである｡この専用のコントローラーは任意
の波形をすでに作って､その波形のデータを加振機に送って動かす､所謂､命令信号と加
振機の間にopen･loopシステムになっている｡従って､上部構造物の応答をフィードバック
させる必要のある本研究の実験では専用のコントローラーを使えないため､本研究では計
測信号をフィードバックさせることができるような実験システムを構築した｡
図2.1は本研究で用いるフィードバック加振可能な動伝型の任意波形発生装置を使った
構造物一地盤系振動実験の実験システムの概要を示している｡まず､ 3階せん断型構造模型
_と加振機が動作するどおり動くテーブルに付着されている加速度計から絶対加速度が計測
される｡この加速度はコントロールコンピューターに内蔵されているDAQ(Data
Acquisition)ボードでAD仏nalog･to･Digital)変換を行ってコントロールコンピューターの
ハードディスクに記録されるo一方､特にテーブルの加速度は､後で述べるコントロール
アルゴリズムによる加振機-の命令信号の計算に使われ､算定された命令信号はDAQボー
ドでDA変換を行うことによって加振器を動かすことになる｡詰まり､コントロールコン
ピューターが動伝型加振機専用のコントローラーの役割を果たしている｡
本節では主な実験システムの構成について説明する｡
図2.1実験システムの概要
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∫2.2.1動伝型加振器
本研究で用いられている加振機は(秩)サンエス社製の多目的の動伝型加振器として､加振
機の加振方向を変えることによって水平或いは鉛直加振が出来る｡その外観を写真2.1に示
す｡写真には見えないが､加振機の電力アンプはコントロールコンピューターの命令信号
を増幅し､加振機のドライブコイルに電流を流す｡この時､テーブルを動かす力は加振機
のドライブコイルに流れる電流とドライブコイルを横切る強力な磁力場の間の相互作用に
よって発生する｡表2.1は加振器の仕様を表している｡
F ･t･.･.一･･
岳』､_ ､ー■盛~＼
- ttt:漕
鮎1.
写真2.1動伝型加振器の外観
表2.1加振器の仕様
形式 ?5c?R?
最大加振力 ??綸窿3&ｶx4｢?
最大振幅 ?ﾓ??ﾒ?
重量 鼎?vb?
寸法 鉄#h?#????ﾒ?
2.2.2　コントロールコンピューター及びソフトウェア
加振機の動作を制御するためには信号の計測･処理などが可能なコンピューターが必要
となり､本研究では写真2.2のような市販のパーソナルコンピューターを使った｡その際､
図2.1のようなコントロールアルゴリズムを反映した命令信号をDSP DAQボードを通じ
て加振機に送るためにはコントロールソフトウェアが必要となり､本研究ではMatlab　と
LabVIEWを使った｡
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写真2.2　コントロールコンピューター
2.2.3　DSP (Digital Signal Processor)ボード
コントロールコンピューターに内蔵されている　DSP　ボードの主な目的はAD
(Analog･to･Digital)及びDA (Digital･to･Analog)変換を行うことであり､つまり､加速
度計によって計測された連続信号をコントロールコンピューターが認識できるような離散
信号に変えて､その信号を制御アルゴリズムによって命令信号を算定し､加振機に出力す
るものである｡表2.2はDSPボードの仕様を示している｡
表2.2　DSPボードの仕様
形式 碑uH??,ﾅ?uBﾔﾘuC??Rﾓ"?
ADチャンネル 嶋6?8986ﾈ8ｲ?
DAチャンネル ?6?8986ﾈ8ｲ?
Danamicrange 鼎?r?
MaXimumsamplingrate 鉄#h?#????ﾒ?
2.3　加振機の動特性補償
一般的な振動台には自体の動特性が存在するため､それを充分反映した加振機の動特性
補償が必要となる｡本研究の場合､コントロールコンピューターから加振機-の命令信号
とテーブルの加速度との間の動特性を補償するためのコントローラーについて説明する｡
2.3.1加振器の伝達関数の測定
本研究で加振器の伝達関数はコントロールコンピューターから加振器の電力アンプ-の
入力信号と振動台のに付着している加速度信号の間の伝達特性を測定した｡詰まり､図2.1
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∫の中でwhite noise信号を加振機の電力アンプ-の入力信号として送って､テーブルの加速
度を測定し､それらの伝達関数を求める｡次の図2.2はwhitenoise信号と観測されたデー
ブルの加速度を示している｡
Input Vo暮t
0　　　　　　　　5　　　　　　　10
Time (see)
Acceleration of the table
1400障l斗ミ黒-ト｣旦｣LJ｣
0　　　　　　　　5　　　　　　　10
Time (see)
図2.2　命令信号と出力加速度
次に､図2.2のデータをそれぞれフーリエ変換し､図2.3のようなpowerspeetmmとeross
spectrumを求める｡
Input FFT * conj(Input FFT)
apn宣d∈V
0　　　5　　1015 20
aSeLJd
o【 :
ー90
-180
0　　　5　　10　　15　　20
Frequency (Hz)
105
200
0
-200
-400
FFT ～ conj(Input FFT)
0　　　5　　10　　15　　20
5　　10　　15　　　20
Frequency (Hz)
図2.3　power spectrumとcross spectrum
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200
0
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B
EL 1200
0　　　5　　10　　15　　20
Frequency (Hz)
図2.4　加振機の伝達関数
5　　10　　15
Frequency (Hz)
20
2.3.2　2自由度系コントローラー
図2.4のような加振機の振動数依存動特性を補償し､入力と出力を合わせるようにするコ
ントローラーを構築するためには､この伝達関数を反映したコントローラーが必要となる｡
図2.5は実験で得られた加振機の伝達関数をコントーローラーに反映するために､丘tting
させた結果を示す｡
0　　　　　　　　5　　　　　　　10　　　　　　　15　　　　　　　20
5　　　　　　　10　　　　　　　15
Frequency (Hz)
図2.5　伝達関数の丘tting
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(2.1)式は図2.5で丘ttingされた3次の伝達関数を表し､ ∫はLaplaee変数である｡
G(S)
529.97774912S3 - 108977.014266436S2 + 153057.797790590 + 50.791052653
S3 + 81.529632775 I + 1688.4362071212 + 27924.9393042822
(2. 1)
次の図2.6は､図2.5と(2.1)式のように同定された加振機の伝達関数を検証するために､
図2.4のような伝達関数を求めるための入力信号(図2.2の左)を(2.1)式の伝達関数に介して
求めたテーブルの加速度(実線)と実験で得られたテーブルの加速度(図2.2の右)を比較した
ものである｡この結果から本研究の加振機の動特性を良好に表現できることが分かる｡
(一弘)epn宣duJv
15.5　　　　　　　16　　　　　　　16.5　　　　　　17
Time (see)
図2.6　伝達関数の検証
図2.7は以上のように検証された加振機伝達関数を反映したコントローラーを示す｡ここ
では､目標値の応答特性(reference)を改善するため､目標モデルF(S)とフィードバックコン
トローラーⅩ(S)をそれぞれ独立的に設計できる図2.7のような2入力1出力の2自由度系振
動台コントローラーを用いて加振機の補償を行った｡
Control SignaJ
Target Model (F)　　　　　　shaking table
図2.7　2自由度系コントローラー
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(結局､このコントローラーが図2.1のコントロルアルゴリズムに反映され､データとして
与えられる命令信号とテーブルのフィードバック加速度を入力とし､コントロールコンピ
ューターから加振機アンプ-の制御信号を出力としたことになる｡目標モデルFについて
は､図2.7におけるフィルターF/G或いはG~lFが安定となる最小次数を持つように3次の
Lowpassフィルターとした｡図13のようにカットオフ振動数(cut-off frequency)は20Hz
で設定した｡
F(S)=
(gp)apn卓d∈V
(S器Bap)aseLJd
2　4　6　8　0
l l l I 1
0
1984401.70753919
S3 + 251.32741229S2 +31582.73408349S+1984401.70753919
0 20　　　　　30　　　　　40　　　　　50
1 0　　　　　20　　　　　30　　　　　40　　　　　50
Frequency (Hz)
図2.8　目標モデルF(S)の振動数特性
(2.2)
フィードバックコントローラーRの設計に当たっては文献20)と同じ感度関数や相補感度
関数に対する周波数重みを用いて次式のようなフィードバックコントローラーK(S)が得ら
れた21),22)0
〟(∫)≡
0.00047727760887S4 + 0.0389 1 205950276S3 + 0.80583248678886S2 + 1 3.32796376445003s l 0.00000000 1 657 1 5
S5 + 332. 1887722209S4+26417.8193477776S3+39835.8327984164S2+4601.5 17403921 5S + 1.5222338791
(2.3)
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｢2.3.3　補償結果
2.2.2で構成した加振機のコントローラーの性能を検証するために､本研究で用いた動伝
型加振機で最大加速度を1/4減らしたEICentroを再現した｡　図2.9はこの地震波を命令
信号とし､詰まり､図2.7においてreferenceとして加振機アンプ-送った時､テーブルの
加速度を測定しそれらを比較したものである｡図2.10はそれらの波形をスペクトル領域で
比較したものである｡それらの絶対値は一致してないが､目標波形の振動数成分は良好に
再現できることが分かる｡
(一亀)apn童d∈V
0　0　0　0　05　　　　5　0　5
1　　._　　r_
宣-一一一一一一--1｣二teaxr,gee,tmentL l l 
.i-- ■● 
:'4 .I.l 
l I 
tl ll 
5　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　15
Tjme (see)
図2.9　地震波の比較
(ga l*sec)
10
Frequency (Hz)
図2.10　フーリエスペクトル(上)とパワースペクトル(下)
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15
∫2.4　サブストラクチャー法に基づく構造物一地盤系の振動試験
構造物一地盤系の振動実験では､動伝型加振機を命令信号どおり駆動するためのコント
ローラー以外に地盤に該当するフィルターが必要となり､本節では地盤の影響を反映する
ためのサブストラクチャー法に基づく地盤フィルターについて説明する｡
2.4.1構造物模型のパラメータ同定
ここでは上部構造物模型のパラメータを把握するための実験を行う｡図4.1のように､点
線で囲まれた部分が図2.1においてコントロールコンピューターに反映されたコントロー
ルアルゴリズムに該当する｡与えられた加振機-の命令信号に対し､加振機と模型に設置
されている加速度計からそれらの絶対加速度を測定する｡その際､テーブルに付着されて
いる加速度の信号は､与えられた命令信号を充実に再現するために前節で説明した2自由
度系コントローラーにフィードバックされる｡詰まり､ここでは基礎固定系の振動実験を
行い､上部構造物のパラメータを同定する｡
cont,OIConpute,｢-ll---I------I
図2.11概念図
図2.12は上述のように得られた加速度を用いた上部構造物模型のパラメータ同定の流れ
を表している22)｡　ここで､同定パラメータは各階の剛性を減衰定数であり､それらの初
期値‡ri-lcI C2　C, k. k2　k,]を設定し､ (2･4)式のような上部構造物の運動方程式を
作成し､その絶対加速度iYiを計算する.次に､ (2･5)式のような評価関数､即ち､この加速
度と図2.11のような基礎固定系振動実験で得られた加速度
るパラメータを同定する｡
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との差の二乗和が最小とな
図2.12　同定の流れ
lM]iYhlc]けいlK](Yi =-lM](1)2'
ここで､ 【叫=
[苦言2 1]･ lc･-[
C3　-C3
-C3　C3+C2
0　-C2
(2.4)
k3　-k3　　0
-k3　k3+k2　-k2
0　-k2　k2+k.
J(r)-妄),:2W(ylt)-Y(r,i))2dt-皇皇瑚(n･N)-Y(r,n･N))2 (2･5,
l=1 n=q
ここで､ Yはi階で観測された加速度､ Atは時間刻み､ i.=a･Atとt2-b･Atは成分区
間､ W:は重み関数である｡
以上のような同定実験のために､継続時間0.1秒のインパルス波とEICentro地震を入力
動として用いた｡図2.13はインパルス入力動の場合の同定結果を実験結果と比較したもの
で､表2.3はインパルス入力動によって同定された上部構造物のパラメータ､図2.14は表
2.3のパラメータに基づいた地震入力動の同定結果を示す｡図2.15､表2.4と図2.16は逆
の場合である｡以下のように､入力動によって同定結果は若干の差を示してあり､図2.14
と図2.16からわかるように地震動入力の場合の同定結果がインパルス入力動同定結果に優
れる｡この傾向は特定の振動数を持つインパルス入力動より広帯域の振動数成分を持つ地
震動の方が多自由度上部構造模型の加振に有利であることを示す｡
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.90Vと03StSL
4　　　　　6　　　　　8
Time(see)
0　0　0　0　00　0　　　　0　02　1　　　　一-　2
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.99VとoYSPUZ
0　　　　0　0　0　0　0　00　　　　0　0　0　　　　0　03　　　　　3　2　1　　　　1　2
-　　　　　　　　　　　　　　　-　l
.OOVとo届PJlC
4　　　　　6
Time(sec)
図2.13　インパルス入力動の同定結果
表2.3　インパルス入力動によって同定されたパラメータ
story 棉7B?nd ?&B?
ki(kgqcm) ????.360 ??ビ?
ci(×10~2kgf.S/cm) ??s#?0.0719 ????
mode ?7B?nd ?&B?
Frequency(Hz) ?纉b?.70 唐??
Damping(%) ???2.ll ??"?
5　　　　10
Time(see)
15
0　　　　5　　　10　　　15
5　　　10　　　15
Time(see)
図2.14　インパルス入力動の同定パラメータに基づいた地震動の同定結果
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0　　　0　　　0　　　00　　0　　　　　　　21
uopouy]du!
0
.99Vと○353SL
5　　　　10　　　15
Time(see)
0　　　　　5　　　　10　　　15
5　　　　10　　　15
Time(sec)
図2.15　地震入力動の同定結果
表2.4　地震入力動によって同定されたパラメータ
story ?7B?nd ?&B?
ki(kgqcm) ??s?0.371 ????
ci(×10~2kgf.S/cm) ??鼎"?.0354 ????
mode 棉7B?nd ?&B?
Frequency(H2) ?纉2?.70 唐紊?
Damping(%) ?紊r?.19 ?繝b?
4　　　　　6　　　　　8
uo…一〇uPdu!
0　0　0　0　0　00　0　　　　0　0　02　1　　　　1　2　3
lll
.8Vと0353SL
4　　　　　6
Time(see)
0　0　0　0　0　00　0　　　　0　0　02　1　　　　1　2　3
】　　l l
.99Vと03SPuN
.09Vと03SPJC
4　　　　　6　　　　　8
4　　　　　6　　　　　8
Time(see)
図2.16　地震入力動の同定結果に基づいた地震動の同定結果
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(2.4.2　構造物一地盤系の振動実験
ここでは､ある想定の地盤上に2.4.1で同定された基礎固定系構造物が建てられたときの
構造物一地盤系の振動実験について説明する｡
(1)サブストラクチュア法
図2･17は､ 2･4･1で同定された基礎固定系構造物が､基礎の質量m｡､剛性S(a･)である
地盤上に建てられている状況をモデル化しているものである｡この構造物一地盤系モデル
を基礎と構造物に分け､右図のような基礎有効入力動が強制的に与えられたモデルに変換
することが出来る｡所謂､サブストラクチュア法の概念を示している0
i(a,)
-LP
E quivale nt
SSI system
図2.17　構造物一地盤系モデルとその等価システム
この時､図2･18のように､基礎有効入力動は､入力動Z(a,)が構造物-地盤系モデルか
ら分離された地盤モデル-入射した時の基礎の応答(入射問題)で､地盤剛性は基礎部分に単
位変位加振した時の反力伽振問題)になる｡
豊雇'雇位加振
図2.18　基礎有効入力動と地盤剛性
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f以上のような構造物一地盤系モデルについて､ (2.6)式はその運動方程式を表している｡
ここで, (r(i)) Eま構造物と地盤の間に作用する相互作用力であり,
臨]. ll"Msbbb]. ]漂,LlES:ssJ], llccsbbb]]](Ei,)･lE::ss]. llKKsbbb].]借もトも,{:1㌔)) (2･6,
ここで, 【Mss]-lM], lMsb]-lMbs]'-[0 0 0】', lMbb]-0
lcss]-lc], lcsb]=lcbs]T-lo o -C.]T, lcbb]-C.
lKss]-lK], lKsb]-lKbs]'-[0 0 -uT, lKbb].-kl
ir(i)) = ).tis(t-I))･[iu.i-iu.)] dT ､ iu.i tま基礎有効入力動､ (uliは基礎(テー
ブル)の変位である｡
また､構造物一地盤系には上部構造物に作用する慣性力の和と相互作用力が等しくなる
(2.7)式のような動的平衡状態が成り立つ｡
r(i)=-∑m,辛, n=3
1=I
(2.7)
(2)構造物一地盤系のコントローラー
本研究では構造物一地盤系の振動台実験の工学的な適用性を基礎的な検討を行うために､
反無限地盤の動的剛性の近似式である(2.8)式のようなParmeleeの地盤ばねを用いた｡
ko-芸Gr co=£pvsr2
加速度フイドバックの場合､相互作用力は(2.9)式のようになる｡
R(a)-警世U.)
( .8)
(2.9)
加振機の動くべき加速度は(2.10)式になり､ (2.7)式から分かるように相互作用力は上部構
造物付着されている加速度計から計測される｡
t7. --a･2 ･S(a･)ll ･R(a,)･ t7. - -LD2 ･F(a,)･R(a･)･tf.
ー〟2
-moLD2 + ia,co + ko
･ R(a･)･ t7.
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(2. 10)
f次の図4.9は､図2.11のような基礎固定系のアルゴリズムに上述の基礎有効入力動及び地
盤フィルターが反映されたコントローラーを示している｡
図2.19　構造物一地盤系のコントローラー
(3)実験結果
以下の図2.20と図2.21は構造物一地盤系の解析結果(実線)と図2. 19による実験結果(点
蘇)を比較したものとして､基礎固定系の実験のように地震入力動の場合の実験結果が解析
結果を良好に一致している｡また､表2.3と表2.5､表2.4と表2.6を比べてみると､いず
れも構造物一地盤系が基礎固定系より周期が伸び､減衰が増加したことが分かる｡
uO!TePunOJ 100
0　0
10
8
4　　　　　6
Time(see)
0　0　0　0　00　0　　　　0　02　1　　　　1　2
ll
.99VとOySPuN
0　0　0　0　00　0　　　　0　02　1　　　　1　2
ll
.99VとolSPJIC
4　　　　　6　　　　　8
8　　　　　　　　　4 6　　　　　8
Time(see)
図2.20　インパルス入力動の場合
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表2.5　インパルス入力動の場合同定結果
mode ?7B?nd ?&B?
Frequency(Hz) ?縱r?.27 唐?"?
Damping(%)- 途??9.14 釘緜R?
200
100
⊂
･3　0
月
§ -100
e -200
-300
500
0
.8VとolSISL
0　　　　　　10
0
lH　ー　り一
O0
o.bI e
imT
0
.Oov^Jo届PuN
0
.DDVと○届PJC
20　　　　　0 10　　　　　　20
Time(sec)
図2.21地震入力動の場合
表2.6　地震入力動の場合の同定結果
mode ?7B?nd ?&B?
Frequency(Hz) ?縱R?.43 途纉B?
Damping(%) ??R?3.7 ?2縒?
図2.22は基礎固定系(実線)と構造物-地盤系(点線)の実験結果を比較したもので､上述の
ような構造物一地盤系において周期の伸びや減衰の増加が観察される｡以上のような結果
から本研究で提案したサブストラクチュア法に基づいた加速度観測による構造物一地盤系
の振動実験法が有効であることが分かった｡
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図2.22　基礎固定系(実線)と構造物一地盤系(点線)の実験結果
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†2.5　まとめ
本章では､研究体表者が行った非線形サブストラクチュア法の理論を構造物一地盤系の
振動試験に適用し､その有効性や妥当性について検討した｡
1)動転型加振機の伝達関数をを測定し､コントローラーに反映することによって加振機
の動特性補償し､フイドバック可能な振動実験システムを構築した｡
2)インパルス動と地震動を入力動として上部構造模型の同定実験を行い､広域の振動数
成分を持つ地震動入力の場合の同定結果が良好になることを確認した｡
3)反無限地盤を想定した構造物-地盤系の振動実験を行い､解析と実験結果が良好に一
致すること､構造物一地盤系の実験結果において周期が伸び､減衰が増加すること
を確認し､本章で提案された加速度観測によるサブス`トラクチュア法に基づいた構
造物一地盤系の振動実験法の有効性が確認できた｡
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73.まとめ
地震時にける構造物の損傷や構造物の耐震補強効果を､振動試験に基づく固有周期や固
有モードなど振動特性の変化から評価することは耐震工学において重要である｡本研究で
は実存建物改修前後における振軌試験をとともに､これらの振動試験により得られる結果
に対する解析的検討を行い､どの部位の損傷/補強が構造物一地盤系の振動特性にどの程
度寄与しているかを明らかにした｡また､構造物一地盤系の振動試験法として､研究代表
者が以前に行った非線形サブストラクチュア法の理論を実験手法に応用し､上部構造のみ
の試験体で地盤の影響を考慮した構造物一地盤系の振動台実験法を開発した｡この振動試
験により得られる観測データに基づく構造物一地盤システム同定により､模型試験体を対
象とした構造物の損傷/補強効果を把握するため基礎的技術の検討を行った｡
実存建物の耐震改修前後の振動実験に基づく損傷･補強効果については､ 1978年の宮城
県沖地震で大きな損傷を受けた東北大学人間環境系研究棟(RC造9階)を対象とした｡ま
ず､竣工直後の振動実験結果と耐震改修前の振動実験結果に基づき､システム同定により
ブロック分割した建物の部位ごとの損傷度(剛性残存率)評価手法を適用した｡その結果､
建物の部位ごとの損傷度は宮城県沖地震の被害におけるひび割れ状況とよく対応した｡次
に､改修前後の振動試験に基づき､同じ手法により補強効果を評価し､建物部位ごとの剛
性回復状況やねじれ振動の抑制などを定量的に確認することができた0
サブストラクチュア法に基づく振動台実験法については､まず､想定地盤に設置される
建物を対象とした数値実験を実施し､加速度観測記録から建物物性と地盤ばねのシステム
同定を行い､サブストラクチュア法による実験手法の妥当性を検討した｡次に､フイドバ
ック加振可能な動伝型の任意波形発生装置を用いた構造物一地盤系の振動試験法の開発を
行った｡建物(模型試験体)が想定地盤に設置された場合の振動試験を実施し､観測デー
タに基づく構造物一地盤システム同定により､試験方法の有効性を確認した｡
本研究により､実存建物の振動実験における多点同時測定に基づく振動特性の変化より､
建物の部位ごとの損傷/補強効果を評価することが可能であること､また､非線形サブス
トラクチュア法に基づく振動実験法の開発により､建物のみの試験体で構造物一地盤系の
振動性状を考慮し､その損傷/補強効果を検討するための実験が可能であることが分かっ
た｡
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